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資 本 金 2億5千万円

収入保険料 31億34百万円

総 資 産 35億40百万円

従 業 員 数 38名

代 理 店 数 675店

登録募集人数 4,241名

はじめに

平素より、私どもメモリード・ライフをお引き立ていただき、誠にありがとうございます。

このたび、当社の経営方針ならびに2020年度（2020年4月1日～2021年3月31日）の

業務および財産の状況、事業の概況、財務の状況などをご説明するために

ディスクロージャー誌「2021 メモリード・ライフの現状」を作成いたしました。

本誌を通じて、当社へのご理解をより一層深めていただくためのご参考になれば幸いです。
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トップメッセージ

代表取締役会長

吉田茂視
代表取締役社長

高原芳信

平素より当社の少額短期保険事業に関し格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。

当社は、2005年6月に前身の「ありがとう共済会」を設立し、2008年3月に株式会社メモリード・ライフと

して少額短期保険業者の登録を受けました。2008年4月より「無配当１年定期保険」を販売開始し少額短期

保険事業をスタートしました。

当社が所属する少額短期保険業界は、本年で誕生から15年目を迎え、財務局への登録業者数は109社

（2021年4月1日現在）となりました。従来の保険会社にない特徴と柔軟性のある商品の提供や独自の販売

チャネルの構築により、業界としても大きく事業を拡大し、昨年収入保険料1,000億円の事業規模に達し、毎

年10%を超える成長をしております。その中で、当社は事業を堅実かつ順調に拡大し、2020年度末現在で

保有契約件数は86,968件、収入保険料は31億34百万円に達し、少額短期保険業界の生保・医療分野では

業界のリーダーとしての地位を確立しました。

当社は主に冠婚葬祭互助会や専門葬儀社を募集代理店として葬儀費用準備のための保険「葬儀保険」を

販売しており、その代理店数は675店、募集人数は4,241名となり全国39都道府県の代理店販売ネット

ワークを確立しました。さらにCMや新聞等のメディアを活用した通販やインターネットダイレクトを通した直

接販売も強化しており、全国規模、かつ様々な販売チャネルを通じて保険販売とサービスを展開しています。

当社は、今後も「葬儀保険」を主力商品とする専門保険会社として、「葬儀保険」等を通じて、高齢化社会に

おける終活分野での事業や昨年販売を開始した結婚式キャンセル費用補償保険「ブーケ」のようなブライダル

分野で必要とされる保険を展開するなど、お客様の目線で分かりやすくニーズにマッチした商品提供と、迅速な

契約保全・保険金支払いおよび適時適切な情報のご提供に努めてまいります。

今後も引き続き、皆様のご支援とご愛顧を賜りますようお願い申し上げます。

2021年7月
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当社は少額短期保険事業者として、長期的な視点から、健全な経営の維持に努めると

ともに、高い倫理観を持ち、お客様の負託にこたえていくために、次の「経営の方針」を

定め誠実に取り組んでまいります。

お客様に対しての最高・最大のサービスは低価格だと思っております。そのため、妥協
を許さない徹底した業務の効率化を、創意工夫により堅持してまいります。

お客様への最高・最大のサービスの提供を心掛けます

お客様の多様なライフイベントを的確に捉えた保障に、「より多くの方がご契約いただ
ける」、「お申込時・ご請求時の簡便な手続き」また「各種お手続きへの迅速な対応」と
いった付加価値の高い商品の提供を行ってまいります。

お客様にとって最適かつ多様な商品を提供します

少額短期保険はお客様またそのご家族のライフリスクに対する経済的準備という大き
な責任を負う商品であり、経営の健全性の確保のため、万全なリスク管理の徹底によ
り、この責任に必ずお応えできるための優れたソルベンシー・マージン比率（支払余
力）の維持に努めます。

万全なリスク管理による健全な経営の実施に努めます

少額短期保険会社としての社会的責任と公共性を十分に認識し、全役員・全社員が法
令はもとより社会常識やルールを遵守するなど、コンプライアンス重視の企業風土を
醸成し、お客様に信頼される会社となることを目指します。

法令遵守によりお客様に信頼される会社を目指します

経営の方針



１ 事業の経過および成果

2020年度 事業報告Ⅰ

⑴金融経済環境と事業の状況

4

当事業年度における日本経済は、新型コロナウィルス感染症の世界的な流行の影響により、経済活動が制

限され予期せぬ社会不安が増大したことから、消費活動が一気に冷え込んだ結果、景気は急速に悪化し非常

に厳しい状況になりました。同感染症の再拡大や長期化に伴い、個人消費や雇用への影響の収束の見通し

が立っておらず、日本経済、世界経済ともに先行き不透明な状況が続いております。

当社を取り巻く保険業界でも、新型コロナウィルス感染症の影響により、営業活動の自粛等による新契約

数、保険料収入の減少が見られましたが、通販やオンライン相談に対応した商品は堅調に推移し、特に、保険

ネット販売やオンラインによる非対面募集の需要は大幅に伸びました。

一方、リモートワーク化が進む中、生活様式やビジネスの在り方・働き方などに大きな変容が求められ、業

務にデジタル技術を取り入れる動きが加速し、リモートで顧客に保険商品を薦める保険販売方法へのシフト

や、保険の見積りや事務手続きのオンライン化など業務の効率化・自動化・遠隔化が急速に進んだ新たなビ

ジネススタイルの局面に入ってきております。

少額短期保険業界におきましては、大手生損保会社や大手ファッション、エンターテイメント業界からの参

入が相次ぎ、またその資本や市場を背景に、スマートフォンによるデジタル・IT等を駆使した時代を先取りし

た保険商品の提供などもみられ、財務局への登録業者数は当事業年度中に7社増え109社となり、保険契約

保有数、収入保険料も着実に伸長しております。

このような経営環境の中、当社では、一時新型コロナウィルス感染症による影響で新契約の販売が落ち込

んだものの、新たに稼働した募集代理店などが推進力となり、後半には前事業年度の水準に回復しました。ま

た、ラジオCMや新聞等の広告宣伝を継続して積極的に実施し、ブランドイメージの認知度アップと電話やイ

ンターネットを通じたダイレクトな販売を積極的に展開し、前事業年度を上回る成果をあげました。

業務運営面におきましては、内部監査態勢およびコンプライアンス態勢を強固とするため、募集代理店へ

の教育・指導を一層強化し、内部管理体制や募集・事務手続き体制の品質アップと生産性向上に取り組んで

まいりました。

これらの結果、当事業年度の新契約実績においては、件数で11,703件（前年度比25.0％減）、年換算保

険料で379百万円（前年度比16.7％減）と、昨年の水準を大きく下回りましたが、当事業年度末の保有契約

数は86,968件（前年度比3.0％増）、年換算保険料で3,206百万円（前年度比8.4％増）と順調に増加しま

した。

収支面については、保険料等収入3,209百万円、責任準備金等戻入額17百万円、資産運用収益その他

5百万円を合計した経常収益は3,232百万円（前年度比8.1％増）となりました。

一方、保険金等支払金1,426百万円、責任準備金等繰入額157百万円となり、事業費等1,193百万円を

合計した経常費用は2,776百万円（前年度比9.0％増）となりました。

この結果、経常利益は456百万円（前年度比3.1％増）となりました。また、経常利益に特別損失、法人税及

び住民税を加減した当期純利益は317百万円（前年度比9.1％増）となりました。



当事業年度末の総資産は、前事業年度末に比べ381百万円増加して3,540百万円（前年度比12.1％増）

となりました。

この結果、純資産額2,466百万円（前年度比13.1％増）により自己資本比率は69.7%、１株当たり純資

産額は24,661円81銭となりました。

一方、当事業年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、保険料の収入、保険金等支払・事業費による支

出などにより470百万円の収入（前年度比22.0％増）となりました。また、投資活動によるキャッシュ・フロー

は、定期預金への預入、ソフトウェア等による固定資産取得・投資等により298百万円の支出、財務活動によ

るキャッシュ・フローは、株主配当金の支払により30百万円の支出となりました。 

これらの結果、営業活動によるキャッシュ・フローと投資活動によるキャッシュ・フローを合計したフリー・

キャッシュフローは172百万円の収入（前年度比43.7%増）、現金及び現金同等物期末残高は前事業年度

末に比べ142百万円増加し、936百万円（前年度比18.0％増）となりました。

ソルベンシー・マージン比率は、主にリスクの増加率に比べ、純資産等の増加にともなうソルベンシー・

マージン総額の増加率が大きかったことにより、前事業年度に比べ247.0ポイント増加し、7,489.0%とな

りました。

財政状態およびキャッシュ・フローの状況

保険金等の支払能力の充実の状況
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新型コロナウィルス感染症の影響により、当業界におきましてはニューノーマル時代に対応した態勢整備

が不可欠であり、当社を取り巻く環境はビジネスモデルの変容を求められております。個人消費の落ち込み

や不安定な雇用に加え、高齢化社会における生産年齢人口の減少、金融市場の不確実性等の経済の先行き

不透明感等により長期的に厳しい状況が続くことが予想されます。また、非対面募集やオンライン化を背景と

した営業職員による保険募集活動の変容や業務運営のデジタル化などが加速し、インターネットやデジタル

通信機器等を利用したダイレクト販売への移行などもさらに進展することが予想されます。

このような市場環境の中で、当事業年度は、新契約数が前事業年度に比べ約25%減少しましたが、そのう

ち、約8割を占めるメモリードグループの代理店の獲得新契約数が約30%減少し、メモリードグループ以外の

代理店および直販チャネルでは約5%程度の減少にとどまりました。しかしながら、メモリードグループ以外の

代理店の稼働数が60店（内、旧NP代理店数30店）と低・未稼働代理店が多いことから、さらなる活性化と新

規代理店の開拓の加速化が課題となります。また、消滅契約は一時の増大傾向から落ち着いたとはいえ、依

然として発生件数が多い状態が続いていることから、より一層の抑制を図る必要があります。こうした状況を

踏まえ、翌事業年度は代理店の育成・教育によるさらなる稼働化・活性化、平均単価の向上等の生産性アップ

とともに、募集時の対応強化や更新時を含めた情報提供の充実等の推進を図り、消滅契約の抑制、保有契約

の安定的な拡大に取り組んでまいります。

また、テレビ・ラジオ・新聞を利用したCMに注力して実施してきました広告宣伝について、WEB・SNS等を

活用したネット広告にも着眼し、今後もメディアミックスで継続的に投資を行い、会社認知度の向上、新契約

実績の増大に大きく寄与するべく展開を図っていく予定であります。代理店チャネルの対面販売活動が抑制

されることを前提として、業容の拡大に合わせた業務の効率化、システム化を進め、WEB・電話等の直販によ

るチャネルを強化・拡大し、代理店との情報連携を図りつつ、総合的な効果を高めるマーケティングの視点で

さらなる改善や多様化を実施していく所存です。

商品面では、昨年後半に販売をスタートした損保系の新商品（結婚式キャンセル費用補償保険）の販売を

展開するとともに、既存商品の健全な収益性を維持するため、料率等の販売条件の見直しやクレジットカード

決済の適用範囲の拡大等のサービス面の向上を実施する予定です。

一方、少額短期保険業者としての健全な業務運営を確保するため、募集態勢のチェック・点検・教育を強化

し、コンプライアンスやリスク管理をはじめとする内部管理態勢およびガバナンス態勢強化のための内部監

査体制の整備を一層進めてまいります。また、情報技術やインフラ環境の顕著な変化を背景に、顧客の利便

性向上やサービス品質向上等に対応すべく基幹系システムの開発・改善とサイバー攻撃への対応等のセ

キュリティー強化を進め、お客様や株主の皆様からより一層信頼される企業となるべくサービスの更なる向

上に努めてまいります。

⑵今後の課題
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2020年

１2月
2020年12月より、結婚式をキャンセルした場合の結婚式キャン
セル費用等を補償する保険『結婚式あんしんプラン ブーケ』の販
売を開始しました。
当社初めての損害保険です。結婚式を予
定されている新郎・新婦のお二人にあんし
んをお届けします。

結婚式キャンセル費用補償保険
『結婚式あんしんプラン ブーケ』の販売開始

結婚式キャンセル費用補償保険

結婚式あんしんプラン

ブーケ 結婚式の
安心を演出

する保
険です！

せっかく楽しみにしている「結婚式」なのに、

不測の事態のキャンセル費用の心配なんて

したくない！

キニナル補償概要は裏面を

どんな時に
補償されるの？
？

？
？

？ ？
？

結婚式キャンセル費用補償保険

結婚式あんしんプラン

ブーケ

2021年

4月
事業基盤の強化を目的として、2021年3月卒業の新入社員2名
が、当社へ初めて入社しました。
コロナ禍で大変な学生生活を経て、希望と期待を胸に入社した
新入社員、将来の発展へ向けて会社は活気づいています。

大学新卒の採用を開始

2020年

4月～
昨年4月の緊急事態宣言の発出から継続している様々な影響に対し、お客様への特別措置や
社内における各種取り組みを実施しています。感染拡大を防止するための対策をはじめ、リモート
ワークを実践するためのペーパーレス化など、様々な改善・対応を進めています。

新型コロナウィルス感染症への様々な取り組み

2020年

１0月
当社初めての地方営業拠点として、福岡支社を昨年10月に開設し
ました。
九州地区を中心とする西日本の営業活動を強化・展開してまいり
ます。

福岡県福岡市博多区に『福岡支社』を開設

スマートフォンによる保険申込をより簡単にスピーディーに行えるよう、
デザインや項目などを見直し、お客様に利用しやすいサイトに再構築
しました。
新型コロナウィルス感染症の影響で、対面による相談・お問合せが困難になっている中、手軽に
利用できるスマートフォンで保険申込ができるシステムを開発し、非対面でもお客様に安心・
安全をお届けいたします。

WEBダイレクト申込システムのスマートフォン版を
リニューアルし、さらに利便性の高いサービスを提供

2020年

１0月

2020年度トピックス
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⑴業績および収支の状況

2 財務状況 ≪ハイライト≫

（単位：件）

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

2018年度

79,477
84,461

86,968

2020年度2019年度

保有契約件数

保有契約件数
順調に 推移
保有契約件数

３.０％増

経常利益

323

442 456
（単位：百万円）

500

400

300

200

100

0
2018年度 2019年度 2020年度

経常利益
着実に４.5億円確保
経常利益

３.1％増

2,523
2,850

3,134

2018年度 2019年度 2020年度
0

1,000

2,000

3,000

4,000

（単位：百万円）

収入保険料

収入保険料
30億円 突破
収入保険料

10.0％増



⑵資産、負債および純資産の状況
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総資産

（単位：百万円）

2018年度

2,809
3,158

3,540

2020年度2019年度

4,000

3,000

2,000

1,000

0

保険業法上の純資産

（単位：百万円）

2018年度

1,965
2,229

2,518

2020年度2019年度

3,000

2,000

1,000

0

⑶会社の健全性を示す指標

7,067 7,272 6,974 7,242 7,489

2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度
0

5,000

10,000

（単位：％）

(注) ソルベンシー・マージンとは
保険会社は将来の保険金などの支払について責任準備金
を積み立てており、通常予測できる範囲のリスクについては
責任準備金の範囲内で対応します。しかし、大規模な環境
変化によって、予想もしない出来事が起こる場合がありま
す。例えば、大災害やインフルエンザの流行などによる超過
死亡など、通常の予測を超えて発生するリスクに対応できる
「支払余力」を有しているかどうかを判断するための行政監
督上の指標の1つがソルベンシー・マージン比率です。

ソルベンシー・マージン比率

（A）

１／２ × （B）
× 100

2020年度末項 目 2019年度末

ソルベンシー・マージン総額（A） 2,199,178 2,418,591

リスク合計（B） 60,733 64,590

 7,242.0％ 7,489.0％

（単位：千円）



２００５年６月１日 「ありがとう共済会」を設立し「ありがとうプラン」を販売開始

２００６年８月３日 特定保険業者届出実施（関東財務局）

２００８年１月９日 包括移転に伴う共済契約の募集の停止

２００８年２月５日 株式会社メモリード・ライフと共済契約包括移転契約の締結、共済契約移転の公告を
実施

２００８年９月１２日 株式会社メモリード・ライフへの共済契約包括移転の実施

２００６年８月１日 少額短期保険業準備会社「株式会社メモリードインシュアランスプランニング」設立

２００８年１月２４日 「株式会社メモリード・ライフ」に社名変更

２００８年２月５日 特定保険会社「ありがとう共済会」と共済契約包括移転契約の締結

２００８年３月１９日 少額短期保険業の登録完了【関東財務局長（少額短期保険）第１８号】

２００８年４月１日 少額短期保険業の営業を開始
「無配当１年定期保険」、「無配当１年定期保険（無選択型）」発売

２００８年９月１２日 「ありがとう共済会」の共済契約を包括移転により受入

２００８年１０月１日 「無配当夫婦連生１年定期保険」を販売開始

２００９年３月末 単年度黒字を達成

２００９年５月１日 「無配当１年定期保険（保険金建）」発売、併せて従来の「無配当１年定期保険」を「無
配当災害死亡割増型１年定期保険（保険料建）」に名称変更

２０１０年３月３１日 累積黒字を達成

２０１１年４月２日 「無配当１年定期保険（簡易告知型）」を販売開始

２０１１年４月１８日 インターネットWEBによるダイレクト保険販売の開始

２０１５年２月２１日 本店事務所を千代田区神田猿楽町に移転

２０１７年９月 保有契約件数５万件を達成

２０１８年４月１日 NP少額短期保険株式会社を吸収合併

２０１９年４月 保有契約件数８万件を達成

２０２０年１０月 福岡支社を新設

２０２０年１２月１日 「結婚式キャンセル費用補償保険（ブーケ）」を販売開始

１ 沿革
〔当社が包括移転を受けた共済会の沿革〕

〔当社の沿革〕

Ⅱ 会社概要
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役

保

険

計

理

人

代
表
取
締
役
社
長
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主
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会

取

締

役

会

営

業

本

部

内

部

監

査

室

リスク管理委員会

コンプライアンス
委 員 会

営 業 部 営業推進グループ

営業管理グループ

福 岡 支 社

法務・コンプライアンス統括部

商 品 部

顧
客
サ
ー
ビ
ス
部

総務・人事グループ

経理・財務グループ

経営企画グループ

企画・開発グループ

運用・管理グループ

シ

ス

テ

ム

部

総

務

部

直 販 グ ル ー プ

コールセンターグループ

保険金支払グループ

契約管理グループ

新 契 約 グ ル ー プ

お 客 様 相 談 窓 口

お
客
様
サ
ポ
ー
ト
室

２ 経営の組織
⑴所在地
［本 社］ 〒１０１‐００６４ 東京都千代田区神田猿楽町２‐８‐１６ 平田ビル６階

［支 社］ 〒８１２‐００１８ 福岡県福岡市博多区住吉四丁目１番５号 福岡ＧＯＡビル

⑵経営の組織（２０２１年７月１日現在）
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株主の氏名または名称
当社への出資状況

持株数 持株比率

株式会社メモリ－ド（長崎）
株式会社メモリ－ド（群馬）
株式会社メモリード宮崎
株式会社クリエイト企画
株式会社ルクール
株式会社メモリードモータース
株式会社メモリード東京

１４，８００株
１４，８００株
１４，８００株
１４，８００株
１４，８００株
１４，８００株
１１，２００株

１４．８％
１４．８％
１４．８％
１４．８％
１４．８％
１４．８％
１１．２％

氏 名 地 位 重要な兼職

吉田 茂視 代表取締役会長 株式会社メモリード（長崎）取締役、株式会社メモリー
ド（群馬）取締役、株式会社メモリード宮崎 取締役

高原 芳信 代表取締役社長 －

佐々木 達人 常務取締役 －

花岡 典弘 取締役 －

吉田 卓史 取締役 株式会社メモリード（群馬）代表取締役

吉田 昌敬 取締役 株式会社メモリード（長崎）代表取締役

西岡 聡子 監査役（社外） はなみずき法律事務所 弁護士

井上 郁子 監査役（社外） せいあ税理士法人 税理士

区 分
従業員（使用人）数 ２０２０年度末現在

２０１９年度 ２０２０年度 当期増減
（△） 平均年齢 平均勤続年数

内 務 職 員
（内、嘱託・パートタイマー等）

３５名
（１８名）

３８名
（２０名）

３名
（２名） ４７．４歳 ２．８年

営 業 職 員 － － － － －

（注）従業員数は、各年度末における人員数（嘱託・契約社員、パートタイマー、受入出向者を含む）を示し、（ ）
内に、嘱託・契約社員、パートタイマー及び受入出向者の人員数を内数で記載しております。

３ 株式の状況
⑴株式数
発行可能株式総数 ６００千株

発行済株式の総数 １００千株

⑵株主数
２０２０年度末株主数 ７名

⑶株 主（２０２１年３月３１日現在）

４ 取締役および監査役（２０２１年７月１日現在）

５ 従業員の在籍状況
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１ 業務運営方針
当社は、「顧客本位の業務運営（フィデューシャリー・デューティー）」の実現に向けて、以下「お客様本
位の業務運営に係る基本方針」を定め、その取り組みや成果を定期的に評価し、お客様本位の業務運営を推
進しています。

お客様本位の業務運営に係る基本方針
当社は冠婚葬祭事業者等との販売提携により高齢者の皆様の死亡保障ニーズや葬祭費用等の事前準備に応

え、葬祭事業と保険との効果的な融合を図ってまいりました。

当社は長期的な視点から健全な経営の維持に努めるとともに、高い倫理観を持ち、業務運営において常に

お客様本位の観点から誠実かつ真摯に向き合っていくために、「お客様本位の業務運営に係る基本方針」を

定めます。

１ お客様本位の業務運営
当社は、経営方針に則り、お客様が求める保険商品および付帯的なサービスを提供し、お客様に対し

て継続的に保障とサービスを提供するために、あらゆる業務運営においてお客様本位で行動するように

努めます。

２ お客様にふさわしいサービスの提供
「メモリード・ライフの葬儀保険」は、葬儀費用の事前準備を主な目的とする死亡保障に特化した１年

定期の生命保険です。

主に商品提供の対象となる高齢者の皆様においても、理解しやすく、簡易な募集プロセスでお申し込

みが可能です。また契約締結後も高齢者の皆様の健康状態等を考慮し、定期的に情報の提供に努め、お

客様の満足度向上に努めてまいります。

３ 保険金等のお支払い
当社は、効率的な事務態勢を構築し、お客様にとって分かりやすく利便性の高いお手続きを実現する

とともに、正確かつ迅速に保険金等をお支払いするように努めます。

４ お客様の声を経営に活かす取り組み
当社は、お客様の要望や苦情等に対し、誠実かつ迅速にお応えするとともに、お客様の声を大切にし、

業務運営の改善に努めます。

５ 利益相反の適切な管理
当社は、お客様の利益が不当に害される恐れのある取引を適切に把握し管理するための体制を整備し、

その維持・改善に努めます。

６ 代理店への募集委託
当社は、募集代理店において商品提案や契約保全等の業務が適切に行える態勢が構築されていること

を代理店委託開始の際に確認するとともに、本態勢が維持・改善されていくように指導・教育に努めます。

７ 方針の浸透に向けた取り組み
当社は、当社社員や募集代理店等があらゆる業務運営において、お客様本位で行動していくことをめ

ざし、組織体制、研修体制等の整備と本方針の浸透に努めます。

Ⅲ 主要な業務の内容
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２ 当社の事業内容
当社は、保険業法第２７２条第１項の登録に基づく、少額短期保険業者であり、保険業法第２条第１７項に係

る引受を主な事業として行っております。

３ 取扱商品
⑴無配当１年定期保険（保険金建）

保険の目的
この保険は、保険期間１年の保険金建の定期保険（掛捨て型死亡保険）で、保険

期間中に被保険者が死亡したときには所定の死亡保険金をお支払いします。

保険の特徴
●満２０歳～満８９歳までお申込みができ、更新は満９９歳まで可能です。
●保険期間中に死亡された場合に所定の死亡保険金をお支払いします。
●万一のときの必要資金にあわせ、死亡保険金額（保障額）は３０万円～３００万

円まで１０万円単位で設定できます。
●死亡保険金額（保障額）は更新後も変わりませんが、保険料は更新時の満年齢等に応じて更新前より通

常上がります。
●災害死亡給付特約を主契約に別途付加することで、不慮の事故による死亡保障を充実できます。

⑵無配当災害死亡割増型１年定期保険（保険料建）

保険の目的
この保険は、保険期間１年の保険料建の定期保険（掛捨て型死亡保険）で、

保険期間中に被保険者が死亡したときには所定の死亡保険金をお支払いしま

す。また、所定の不慮の事故で死亡した場合は、所定の災害死亡保険金を上乗

せしてお支払いします。

保険の特徴
●満２０歳～満８９歳までお申込みができ、更新は満９９歳まで可能です。
●保険期間中に死亡された場合に死亡保険金をお支払いします。
●保険料は更新後も変わりませんが、死亡保険金額（保障額）は更新時の満年齢等に応じて更新前より通

常下がります。
●災害死亡保険金額は死亡保険金額と同額が付加されています。

⑶無配当１年定期保険（簡易告知型）

保険の目的
この保険は、保険契約のお申込みの際に、悪性新生物、脳血管疾患および心疾患のみに限定した簡易な

告知により、被保険者の体況による引受審査（選択）を行う保険期間１年の定期保険（掛捨て型死亡保険）

です。
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保険の特徴
●満４０歳～満７９歳までお申込みができ、更新は満８９歳まで可能です。

●保険期間中に死亡された場合に死亡保険金をお支払いします。

●死亡保険金額は更新後も変わりませんが、保険料は更新時の満年齢等に応じて変動します。

⑷結婚式キャンセル費用補償保険（結婚式あんしんプラン「ブーケ」）

保険の目的
この保険は、結婚式を予定されている新郎・新婦等に不測の事態が発生し、

結婚式をキャンセルした場合の結婚式キャンセル費用等を補償します。「せっ

かく楽しみにしている結婚式なのに、不測の事態のキャンセル費用の心配なん

てしたくない！」そんなお二人にあんしんをお届けします。

保険の特徴
●新郎新婦他所定の親族の死亡や７日以上の継続入院、災害等により結婚式を

キャンセルした場合の「キャンセル費用」を補償します。結婚式中止費用保

険金は、最大７００万円（補償限度額）となります。

●結婚式当日の式場や設備・備品の破損汚損について最大２００万円（補償限度額）、貸衣装の破損の修理費

用について最大５０万円（補償限度額）を修理費用保険金としてお支払いします。（それぞれ自己負担額

２万円）

●新郎もしくは新婦の結婚式当日の入院について、一名につき１０万円、新郎新婦ともに入院した場合最大

２０万円を新郎新婦入院一時金としてお支払いします。

●結婚式当日における結婚式の招待客の救急搬送があった場合、１名につき１万円、最大２０名まで招待客

救急搬送見舞金費用保険金としてお支払いします。

４ 取扱サービス
⑴保険金クイック支払サ－ビス
当社が死亡保険金請求書類を受付けした日から最短で翌営業日に死亡保険金の１００％（全額）をお支払

いするサービスを提供しております。

なお、当サービスは、責任開始期から２年以内の死亡や災害死亡等、対象とならない場合があります。

⑵当社ホームページ経由での契約内容変更手続き
契約内容変更等の手続きについては、通常の書面による手続きに加えて、当社のホームページ上から、

簡易な手続きで変更することも可能です。

具体的には、保険契約者・被保険者の住所、電話番号等の変更手続きができます。

⑶当社ホームページ経由での「ダイレクト保険申込」
通常の対面販売、通信販売に加えて、当社ホームページを経由した「ダイレクト保険申込」も受付けて

おります。
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５ 保険の募集態勢
⑴保険の募集方法
当社は、冠婚葬祭互助会および専門葬儀社を主な販売代理店として、対面販売を主たる募集方法として

います。２０２１年３月３１日現在の法人募集代理店は２２３店、個人募集代理店は４５２店、合計募集人数は４，２４１

名となります。

さらにテレビやラジオ広告等を活用した本社直販、ホームページ（インターネット）等を活用した「ダ

イレクト保険申込」などの販売チャネルの多様化にも積極的に取り組んでいます。

⑵当社の勧誘方針
当社は「勧誘方針」を定め、適正な保険募集の推進と顧客保護に努めています。

＜勧誘方針＞
１．少額短期保険商品（以下、「保険商品」といいます。）の販売等に際して、各種法令等を遵守し、適正

な勧誘に努めます。

・保険業法、保険法、金融商品の販売等に関する法律、消費者契約法その他各種法令・諸規則を遵守

することは勿論、保険制度が健全に運営されるよう努めます。

・販売等にあたっては、お客様に商品内容を正しくご理解いただけるよう説明内容や説明方法につい

て創意工夫し、適正な募集活動を行ってまいります。

２．お客様のライフ・プランに合った保険商品の勧誘に努めます。

・お客様のプライバシーやモラルリスクの排除に十分配慮しつつ、お客様のライフ・プランをベース

に、お客様のご意向や実情に合った商品を販売いたします。

３．お客様への商品説明等については、販売および勧誘形態に応じて、お客様本位の方法等の創意工夫に

努めます。

・販売および勧誘活動にあたっては、お客様の立場に立って、時間帯や勧誘場所について十分に配慮

します。

・お客様と直接対面しない勧誘・販売（例えば通信販売等）を行う場合においては、説明方法等に工

夫を凝らし、お客様にご理解いただけるよう努力します。

４．お客様に信頼され、ご満足いただけるよう努めます。

・社内（代理店）研修等により、十分な商品説明や適正な勧誘方法の確保に努めます。

・お客様の様々なご意見を十分お聞きし、その後の保険商品の販売・勧誘に反映します。
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項 目 ２０１９年度 ２０２０年度

お 支 払 件 数 １，６４５件 １，７９５件
お 支 払 非 該 当 件 数 １６件 ２３件

詐 欺 に よ る 取 消 ０件 ０件
不法取得目的による無効 ０件 ０件
告知義務違反による解除 １１件 １８件
重 大 事 由 に よ る 解 除 ０件 ０件
免 責 事 由 に 該 当 ５件 ５件

保険金お支払いの状況（２０２０年度）

新型コロナウィルス感染症に関する特別措置

当社では、新型コロナウィルス感染症により影響を受けたお客様の保険契約に対して、２０２１年６月

末現在、下記の対応を実施しております。

●保険料払込猶予期間の延長について
緊急事態宣言が発令された地域のご契約を対象に、お客様からのお申し出に応じて、保険料の払

込みについて猶予する期間を最長６ヶ月延長いたします。

●保険金・給付金の簡易・迅速なお支払について
保険金等ご請求の際にお申し出いただくことで、必要書類の一部を省略すること等により、簡易・

迅速なお取扱いをいたします。

お問い合わせ窓口
上記対応をご希望される場合は、以下窓口までお申し出ください。

メモリード・ライフ フリーダイヤル

!®０１２０‐２４４‐８８８
営業時間：平日 午前９時～午後５時

６ 保険金のお支払い
保険金・給付金のお支払いは当社にとって最も重要な業務のひとつです。当社では保険金の適正なお支払

いを担保するとともに、お支払い業務に関する組織、支払プロセスを適切に管理・運営し、保険金支払い漏

れ等が発生しない態勢づくりに努めております。

７ 再保険の状況
当社では、２０２１年３月まで保険リスクの一部を再保険に付しておりましたが、保険金のお支払いができる

体制が整備されたため、同年４月より出再しておりません。

２０２１年３月までの出再先は、トーア再保険株式会社であり、再保険会社の選定に当たっては、再保険会社

の財務格付けなどを勘案し、リスク管理委員会における審議を経て、取締役会にて決定しております。
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お 客 様

対応方針・対応策等（再発防止策、業務改善等）決定・実施

業 務 改 善 ・ サ ー ビ ス 向 上

お 客 様 満 足 度 の 向 上

担当部署【相談・苦情窓口】

募集代理店 本社

関連部署 経営会議

取締役会

コンプライアンス委員会

リスク管理委員会

お客様の声を経営に活かす体制

ご不満・ご意見等
のお申し出

【エスカレーション】報
告
等

報
告
等

【エスカレーション】
内容精査・事実確認・調査
解決方向性検討・協議

事

実

確

認

原

因

分

析

再
発
防
止
策

ヒ
ア
リ
ン
グ
等

【報告】（毎月）
※緊急性・重要性が
高いものは逐次報告

報 告 ・ 確 認
対応策立案・協議

８ お客様の声を経営に活かす取り組み
⑴取組内容と態勢
当社では、お客様窓口としてコールセンターを設置しており、お客様からの様々なお問合わせに対応し

ております。また、新契約関係、保険金等の支払関係についてさらに詳しい説明が必要な場合は、それぞ

れの部門の担当者が丁寧にわかりやすく説明を行っております。

お客様の声のうち、２０２０年度の苦情とされる件数は、５７件となり昨年度に比べ約１１％減少しました。

そのうち、新契約関係が２８件（４９％）、次いで保全関係１８件（３２％）、収納関係３件（５％）、保険金支払関

係３件（５％）であり、募集時の対応方法・説明不足や、手続き・しくみの認識相違や処理の遅延等が主

な原因となっております。

苦情に関する規程およびマニュアルに基づき、苦情受付の報告や対応態勢が確保され、代理店を中心と

して苦情に対する認識が浸透し苦情の早期報告が図られております。また、苦情の申出内容・発生要因等

に関する分析を定例かつ適切に報告する体制が整備されております。

現在は、その分析に基づき、お客様へのサービス改善や利便性の向上を進めるため、定期的に業務やプ

ロセス等を見直し、改善の方向性や具体的な改善策を検討し、関係部門で検討・協議のうえ、改善策を順

次実施することに努めております。

今後も「お客様の声」を真摯に受けとめ、「お客様満足度の向上」に向けて業務改善・サービス向上を

進めてまいります。
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項 目
２０１９年度 ２０２０年度

件数 占有率 件数 占有率

新 契 約 関 係 ２３件 ３６％ ２８件 ４９％

収 納 関 係 １６件 ２５％ ３件 ５％

保 全 関 係 １９件 ３０％ １８件 ３２％

保 険 金 関 係 ２件 ３％ ３件 ５％

そ の 他 ４件 ６％ ５件 ９％

総 計 ６４件 １００％ ５７件 １００％

主な改善事例（２０２０年度）

❶ 死亡保険金請求時の必要書類の簡素化

死亡保険金請求時に死亡診断書原本の提供を求めておりましたが、原本
提出が困難であるという申し出を受けて、死亡診断書のコピーを原本に準
じる書類として提出できるよう見直しを図りました。

➡➡

❷ 高齢者対応に関するガイドラインの改定

高齢の保険契約者等に対する募集時の説明において、誤認識や記憶相違
などに起因する苦情が発生していたため、高齢者の適性等に配慮した対応
をルール化した当社内のガイドラインを改定し、特に募集時における保険
契約者等の親族等の同席などの対応を募集代理店および募集人へ徹底・浸
透させ、高齢者向けサービスの一層の向上を図ってまいりました。

➡➡

❸ 新契約申込手続きの改善

ホームページからの新契約申込における画面操作性や保険契約成立まで
に要する日数などに関する不満の申し出に対して、インターネットを通じ
てダイレクトかつスピーディーに申込手続きができるよう体況等の告知に
関する画面構成や操作性等を向上させ、利便性・効率性を高めてまいりま
した。また、スマートフォンからも同様の操作が可能となるよう改善いた
しました。

➡➡

⑵苦情の受付状況

⑶お客様の声を活かした改善状況
当社では、お客様からの声を活かして、様々な改善を実施しております。

Ⅰ　

2
0
2
0
年
度 

事
業
報
告

Ⅱ　

会
社
概
要

Ⅲ　

主
要
な
業
務
の
内
容

Ⅳ　

経
営
の
状
況

Ⅴ　

業
績
デ
ー
タ

19



１ コーポレートガバナンスの状況
当社では、経営の健全性、透明性を維持するために、経営の監視・監督機能の充実および内部統制・内部

監査機能を確保するためのコーポレートガバナンス態勢を構築しています。

取締役会
毎月の定例取締役会において、事業方針、事業計画、コンプライアンス、リスク管理、内部監査などに

係る重要案件の審議および決定を行っております。

また、保険金の支払状況、責任準備金の積立状況、事務効率および営業効率などをきめ細かく把握し、

健全な事業運営と財務体質についての現状把握と、状況に応じ必要な措置を講じることとしております。

経営会議
経営会議を定例で毎週開催し、各部門の業務執行状況を確認するとともに、日常的な業務運営において

発生する課題について審議・決定することで、スピード感のある機動的な業務運営を確保しております。

リスク管理委員会
リスク管理に関する能力ならびに態勢を強化し、適切なリスクコントロールを行うことで、少額短期保

険会社としての健全性および収益性を確保し、保障の確実な提供を行っていくことを目的としたリスク管

理委員会を設置し、全社横断的なリスク管理体制の構築を進めております。

コンプライアンス委員会
取締役会の下にコンプライアンス委員会を設置し、コンプライアンス推進状況の把握、違反行為発生時

の再発防止策の検証、懲罰内容の取締役会への上程および報告を行っております。

内部監査室
相互牽制機能を十全に発揮した内部監査を実施するため、各部門から独立した運営を行い、経営に重大

な影響を及ぼすと考えられる「業務上の問題点への対応策の実施状況」、「コンプライアンス上の問題」、「契

約者等への影響」、「保険金支払業務」および「保険募集業務」の適切性等について、適宜、各部門の監査

を実施するとともに、法人募集代理店等について臨店監査を実施しております。

監査役
毎回の取締役会に出席し、取締役等の執行状況の監査、コンプライアンス委員会およびリスク管理委員

会による内部統制の状況の監査を行っております。また、内部監査室との連携を図り、必要に応じ、報告

を求めることとしております。

Ⅳ 経営の状況
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リスク管理委員会

コンプライアンス
委 員 会

取締役会【計８名】
●取締役（常勤）：４名 ●監査役（社外）：２名
●取締役（非常勤）：２名

各部門
（募集代理店・委託先等含む）

内
部
監
査
室

代表取締役（２名）

株 主 総 会

経営会議

監査役
●非常勤（社外）：２名

コーポレートガバナンス体制

取締役の選任・解任 監査役の選任・解任

監査

報告

出席
選定・解職
監督

報告
重要事項の
付議・報告

監督

決議・承認等
報告

報
告

重要事項の
付議・報告

決議
指示等報告

（第一報等）
審議

内
部
監
査

連携

２０２１年７月１日現在

２ リスク管理態勢
当社は、健全な財務基盤の確保、ならびに適切かつ確実な保険金支払業務を実行するために、これを阻害

する恐れのある全てのリスクを整理・分析し、これらのリスクを統合的に管理することとしています。当社

の役員および社員は統合的リスク管理の重要性を十分に認識したうえで、自らの関連する業務に関するリス

クを適切に管理しなければなりません。

当社で管理対象とするリスクは、保険引受リスク、流動性リスク、資産運用リスク、事務リスク、システ

ムリスク等に分類しています。

リスク管理委員会は、各部門と連携し、これらのリスクの状況を随時モニタリングし、重要リスクを抽出

して、その対応策を提案・実行します。またリスク管理の状況はリスク管理委員会において審議の上で、定

期的に取締役会に報告します。

３ 法令等遵守（コンプライアンス）態勢
当社は、少額短期保険業という公共性の高い事業を行うものとして、お客様に対する責任、また株主、保

険募集代理店、社員および地域というステークホルダーに対して企業が有する責任を果たすため、適切・的

確な経営管理を最も重要な課題と位置づけ、健全かつ透明性の高いコーポレート・ガバナンス態勢を構築

し、その充実に努めております。
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具体的には、取締役会の下にコンプライアンス委員会を設置し、コンプライアンスに関する基本方針・規

程に基づきコンプライアンスを推進します。当委員会では、実行計画であるコンプライアンス・プログラム

を年度ごとに策定し、その推進状況や違反行為発生時の状況把握、再発防止策の立案・検証等に関して、定

期的に取締役会への報告を行います。また、反社会的勢力に対する基本方針を定めて、当社ホームページに

掲載するとともに、社内および保険募集代理店等に周知しています。

コンプライアンス重視の企業風土を醸成するために、定期的にコンプライアンス研修を実施し、役員およ

び社員に対する教育、啓発に努めています。

４ 指定紛争解決機関
当社はお客様からお申出いただいた苦情等につきまして、解決に向けて真摯な対応に努める所存でござい

ます。なお、お客様の要望により、当社加入協会（日本少額短期保険協会）の指定紛争解決機関「少額短期

ほけん相談室」をご利用いただくこともできますので、ご案内申し上げます。

詳細につきましては以下をご参照ください。

＜指定紛争解決機関＞
一般社団法人日本少額短期保険協会 「少額短期ほけん相談室」
●電話（フリーダイヤル）：０１２０‐８２‐１１４４
●Ｆ Ａ Ｘ ：０３‐３２９７‐０７５５
●受付時間 ：９：００～１２：００、１３：００～１７：００
●受 付 日 ：月曜日から金曜日（祝日および年末年始休業期間を除く）

５ 個人情報保護の取り扱い
当社は、お客様の個人情報（生存する特定の個人を識別することができる情報をいいます。）保護の重要

性を認識し、お客様に対してご満足いただける商品、サービスを提供していく上でお客様の個人情報、個人

番号および特定個人情報（以下、個人番号と特定個人情報を「特定個人情報等」といいます。）を適正に取

り扱うとともに、安全管理について適切な措置を講ずるため、以下のとおりプライバシーポリシーを定め、

これを遵守、実行いたします。

＜プライバシーポリシー＞
１． 法令等の遵守

当社は、「個人情報保護に関する法律」（以下「個人情報保護法」といいます。）および「行政手続
における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（以下「番号法」といいます。）」、そ
の他の法令・ガイドライン等を遵守し、お客様の個人情報および特定個人情報等の取扱いや権利への
配慮を全社的に徹底します。

２． 個人情報の取得
当社は、適法で公正な手段により、業務上必要な範囲内で個人情報および特定個人情報等を取得し

ます。
３． 取得する個人情報の種類

保険契約のお引受け等に必要な情報として、お客様のお名前、住所、生年月日、性別等、お客様に
関する必要最小限の個人情報を取得いたします。また、当社が提供する各種サービスに関連し、必要
な情報のご提出をお願いする場合があります。
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４． 個人情報の利用目的
⑴ 当社は、取得した個人情報について、その利用目的を以下のとおりに特定するとともに、利用目
的の達成に必要な範囲内で利用します。なお、利用目的を変更するときは、その内容をご本人に通
知するか、ホームページ等により公表します。
①各種保険契約のお引受け、ご継続・維持管理、保険金・給付金等のお支払い
②各種商品・サービスのご案内・提供
③当社業務に関する情報提供・運営管理、商品・サービスの充実
④再保険契約の締結、再保険契約に基づく通知および再保険金の請求に関連する業務
⑤その他上記目的に関連・付随する業務ならびにお客様とのお取引および当社の業務運営を適切か
つ円滑に履行するために行う業務

⑵ なお、特定個人情報等は、支払調書作成事務等の番号法に定められた目的の範囲内についてのみ
利用するものとし、ご本人の同意があっても、それ以外の目的には利用しません。

５． 個人情報の第三者への提供
⑴ 当社は、以下の場合を除き、あらかじめご本人の同意を得ることなく、個人情報を第三者へ提供
しません。
①各種法令に基づく場合
②利用目的達成に必要な範囲内で、代理店を含む業務委託先に提供する場合
③再保険のために再保険会社等に提供する場合
④保険金等の支払いの健全な運営のために他の保険業に関連する企業・団体・協会等と共同利用を
行う場合（下記＜参考＞［支払時情報交換制度］を参照ください。）
⑤その他、個人情報保護法に基づき提供が認められている場合

⑵ なお、特定個人情報等は、法令に定める場合を除いて、お客様の同意があっても第三者への提供
はしません。

６． 委託先の監督
当社は、利用目的の達成に必要な範囲において、個人データおよび特定個人情報の取扱いを第三者

に委託する場合には、委託先の選定基準を定め、あらかじめ委託先の情報管理体制を確認するなど委
託先に対する必要かつ適切な監督を行います。

７． 共同利用
当社は、お客様の個人情報を共同利用させていただく場合には、法令等で定める必要事項をあらか

じめご通知、または公表したうえで実施します。
８． センシティブ情報のお取り扱い

当社は、お客様のセンシティブ情報（健康状態、病歴、本籍地等）については、法令等および金融
庁ガイドラインに掲げる例外の場合を除き、ご本人の同意なく取得、利用または第三者提供しません。

９． 個人データおよび特定個人情報等の管理
当社では、取得した個人情報データおよび特定個人情報等の安全管理措置として、取扱規程等の整

備、漏えい・滅失・き損・不正アクセス等の予防措置およびセキュリティ対策を講じるとともに、利
用目的の達成に必要とされる正確性および最新性の確保に努めています。

１０．社内体制の継続的改善
当社は、個人情報および特定個人情報等を適正に取扱うため、内部規程の整備、当社代理店および

当社業務に従事している者等への指導・教育、内部監査の実施、情報技術の発展等に応じた管理体制
の見直し等により、継続的改善に努めます。

１１．保有個人データおよび特定個人情報等に関する事項の通知、開示・訂正等・利用停止等
個人情報保護法に基づく保有個人データおよび特定個人情報等に関する事項の通知、開示・訂正

等・利用停止等に関するご請求については、下記「１３．お問い合わせ窓口」にご請求ください。ご請
求者がご本人であることをご確認させていただくとともに、当社所定の書式にご記入いただいたうえ
で手続きを行い、後日、原則として書面で回答します。なお。開示のご請求については、当社所定の
手数料をいただきます。
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１２．匿名加工情報の取扱い
⑴ 匿名加工情報の作成
当社は、匿名加工情報（法令に定める措置を講じて特定の個人を識別することができないように
個人情報を加工して得られる個人に関する情報であって、当該個人情報を復元することができない
ようにしたもの）を作成する場合には、以下の対応を行います。
①法令で定める基準にしたがって、適正な加工を施すこと
②法令で定める基準にしたがって、削除した情報や加工の方法に関する情報の漏えいを防止するた
めに安全管理措置を講じること
③作成した匿名加工情報に含まれる情報の項目を公表すること
④作成の元となった個人情報の本人を識別するための行為をしないこと

⑵ 匿名加工情報の提供
当社は、匿名加工情報を第三者に提供する場合には、提供しようとする匿名加工情報に含まれる
個人に関する情報の項目と提供の方法を公表するとともに、提携先となる第三者に対して、提供す
る情報が匿名加工情報であることを明示します。

１３．お問合わせ窓口
当社の個人情報、特定個人情報等および匿名加工情報の取扱い等に関するご照会・ご相談は、下記

窓口にて承ります。

株式会社メモリード・ライフ
総務部

電話番号：０３‐３２３３‐０２１３
受付時間：９時から１７時（土・日・祝日・年末年始を除く）

＜参考＞
■支払時情報交換制度
当社は、㈳日本少額短期保険協会、少額短期保険業者および、特定の損害保険会社とともに保
険金等のお支払いまたは、保険契約の解除、取消、もしくは無効の判断の参考とすることを目的
として、保険契約に関する所定の情報を相互照会しています。
※「支払時情報交換制度」に参加している各少額短期保険業者等の社名につきましては、㈳日
本少額短期保険協会ホームページをご覧ください。

https://www.shougakutanki.jp/general/about/model03.html

６ 反社会的勢力への対応
当社は、適切かつ健全な少額短期保険事業を行うにあたり、反社会的勢力に断固たる態度で対応し、関係

を遮断するために、以下のとおり「反社会的勢力に対する基本方針」を定め、適切な対応に努めます。

＜反社会的勢力に対する基本方針＞

●反社会的勢力に対しては、会社として毅然とした対応を行い、一切の関係を持ちません。

●反社会的勢力に対しては、どのような形でも決して経済的な利益を供与いたしません。

●反社会的勢力からの不当要求に対しては、法的対応も含めて断固とした対応を行います。

●反社会的勢力との対応時には、警察等の外部専門機関と連携いたします。
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７ お客様への情報提供等
当社では、お客様をはじめ社会一般の皆様に、当社に対する理解や商品・サービス等の紹介ならびに業務

運営上の現況など、様々な情報の把握や適正な評価をしていただくために、透明性のある公正かつタイムリ

ーな情報の開示・公表を行っております。

■ホームページ（https://www.memoleadlife.co.jp）
当社のホームページでは、会社概要、商品・サービスのご案内、資料

請求、ご加入者の声などの掲載やお知らせ（ニュースリリース）等を公

開しております。

また、ホームページからの保険のお申込みも取扱っております。

8

⑴業績および収支の状況

2 財務状況 ≪ハイライト≫

（単位：件）
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メモリード・ライフの現状

ディスクロージャー誌

ディスクロージャー資料 会社案内

■ディスクロージャー資料および業績情報
当社の概要や業績等の概況を説明した本誌「ディスクロージャー資料」を年１回発行し、冊子として縦

覧に供するほか、本決算の財務情報、事業報告などとともに、ホームページにて掲載し、常時ダウンロー

ド可能なしくみを構築しております。
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■葬儀保険新聞「らいふ」
直近の業績や保険金・給付金のお支払い状況、葬儀に関する豆知識、その他会社からのお知らせなどを

小冊子「らいふ」にまとめて、毎年ご契約者の皆様にお送りしています。

■スポーツを通じた広報活動
プロサッカークラブ（明治安田生命J2リーグ）V・ファーレン長崎のプレミアムパートナーとして、メ

モリードグループ発祥の地である長崎の地域振興・活性化のために、スポーツを通じた応援・支援活動を

展開しています。

■お客様本位の業務運営の取組状況
当社は、お客様本位の業務運営をより具体的に推進するため、その取組状況等を確認する指標（KPI）

を設定し、ホームページへ掲載しています。
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ディスクロージャー誌

V.業績データ



区 分 ２０１８年度 ２０１９年度 ２０２０年度

保険料 ２，５２３，６５８ ２，８５０，４２１ ３，１３４，５０１

正味収入保険料 ２，３１７，８２０ ２，７４０，７７０ ３，０９８，０２６

経常収益 ２，７４６，９６７ ２，９８９，７３３ ３，２３２，４５６

経常利益 ３２３，６６８ ４４２，５８７ ４５６，２３５

当期純利益 ２１４，９５３ ２９１，３９９ ３１７，９０１

総資産額 ２，８０９，７７２ ３，１５８，９３０ ３，５４０，１４４

保険業法上の純資産額 １，９６５，２１９ ２，２２９，２２８ ２，５１８，６２８

有価証券残高 ９１，７９１ ７２，６４５ ７１，２８０

責任準備金残高 ６２０，８１３ ６４４，７９３ ８０１，９４７

資本金の額 ２５０，０００ ２５０，０００ ２５０，０００

発行済株式の総数 １００，０００株 １００，０００株 １００，０００株

供託金 １０８，０００ １２５，０００ １４７，０００

経常利益率 １１．８％ １４．８％ １４．１％

自己資本比率 ６８．３％ ６９．０％ ６９．７％

ソルベンシー・マージン比率 ６，９７４．９％ ７，２４２．０％ ７，４８９．０％

１株当たり当期純利益 ２，１４９円５３銭 ２，９１３円９９銭 ３，１７９円０１銭

配当性向 １４．０％ １０．３％ ３１．５％

年間収受保険料 ２，３７０，９８５ ２，７６１，５６０ ３，１０７，２３１

契約件数 ７９，４７７件 ８４，４６１件 ８６，９６８件

被保険者数（保険の相手方） ６７，３０１名 ７２，０４８名 ７４，７８８名

年換算保険料 ２，６６２，３６４ ２，９５６，９１２ ３，２０６，１９７

従業員数 ２７名 ３５名 ３８名

代理店数 ７３７店 ７０７店 ６７５店

登録募集人数 ４，１４４名 ４，１２１名 ４，２４１名

（単位：千円）

（注）１．保険業法上の純資産額は、保険業法第２７２条の４第１項第３号および保険業法施行規則第２１１条の８第１項の規定に基

づき算出されたものです。

２．従業員数には、嘱託・契約社員・パートタイマー・受入出向者を含んでおります。

１ 直近の３事業年度における主要な業務の状況を示す指標

Ⅴ 業績データ
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科 目 ２０１９年度 ２０２０年度 科 目 ２０１９年度 ２０２０年度

（資産の部） （負債の部）

現金及び預貯金 ２，３３４，０７６ ２，６７６，７１３ 保険契約準備金 ７６５，７０４ ９０４，９２０

現金 ２６６ ２２３ 支払備金 １２０，９１１ １０２，９７２

預貯金 ２，３３３，８１０ ２，６７６，４８９ 責任準備金 ６４４，７９３ ８０１，９４７

有価証券 ７２，６４５ ７１，２８０ 代理店借 ３５，１４７ ３６，３４９

国債 ７２，６４５ ７１，２８０ 再保険借 ２９，４３９ １３，９５６

有形固定資産 ７，５４８ ７，９３６ その他負債 １４８，５９５ １１８，３０２

建物 ５，２６５ ６，０６９ 未払法人税等 ９７，２９３ ６７，４３９

その他の有形固定資産 ２，２８２ １，８６７ 未払金 ４９，２６４ ４８，０７０

無形固定資産 １５８，９３６ １７８，８９４ 預り金 ９７０ ２，１６０

ソフトウェア ４６，７５１ ３８，４９５ その他の負債 １，０６７ ６３１

のれん １１２，１８４ ７４，７８９ 価格変動準備金 ３９７ ４３４

ソフトウェア仮勘定 － ６５，６０８ 負債の部合計 ９７９，２８５ １，０７３，９６３

代理店貸 － － （純資産の部）

再保険貸 ３４，０６７ １３，７３０ 資本金 ２５０，０００ ２５０，０００

その他資産 ４２６，６５５ ４４４，５８８ 資本剰余金 ２５０，０００ ２５０，０００

未収金 ３７７，４４２ ４１２，８８４ 資本準備金 ２５０，０００ ２５０，０００

前払費用 ３０，０２８ ６，２８２ 利益剰余金 １，６７４，５９７ １，９６２，４９８

未収収益 １，０２５ １，５５１ 繰越利益剰余金 １，６７４，５９７ １，９６２，４９８

預託金 １７，５８６ １９，７１５ 株主資本合計 ２，１７４，５９７ ２，４６２，４９８

その他の資産 ５７３ ４，１５３ その他有価証券評価差額金 ５，０４７ ３，６８２

供託金 １２５，０００ １４７，０００ 評価・換算差額等合計 ５，０４７ ３，６８２

純資産の部合計 ２，１７９，６４４ ２，４６６，１８１

資産の部合計 ３，１５８，９３０ ３，５４０，１４４ 負債及び純資産の部合計 ３，１５８，９３０ ３，５４０，１４４

（単位：千円）

２ 財産の状況
１．計算書類
⑴貸借対照表
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科 目 ２０１９年度 ２０２０年度

経常収益 ２，９８９，７３３ ３，２３２，４５６
保険料等収入 ２，９８７，５２５ ３，２０９，２２０
保険料 ２，８５０，４２１ ３，１３４，５０１
再保険収入 １３７，１０４ ７４，７１８
回収再保険金 ９６，７５５ ３８，４００
再保険手数料 ２０，７９０ ９，２０４
再保険返戻金 １，７０７ ５３５
その他再保険収入 １７，８５０ ２６，５７８

責任準備金等戻入額 － １７，９３８
支払備金戻入額 － １７，９３８
責任準備金戻入額 － －

資産運用収益 １，７２２ １，６１９
利息及び配当金等収入 １，７２２ １，６１９
その他経常収益 ４８５ ３，６７８

経常費用 ２，５４７，１４６ ２，７７６，２２０
保険金等支払金 １，２８７，７６７ １，４２６，０４９
保険金等 １，１５８，５５８ １，３６２，４６０
解約返戻金等 ６，７４８ ６，１９７
再保険料 １２２，４６１ ５７，３９１

責任準備金等繰入額 ５４，２６３ １５７，１５４
支払備金繰入額 ３０，２８３ －
責任準備金繰入額 ２３，９７９ １５７，１５４

資産運用費用 １３５ ６２
事業費 １，２０４，９７９ １，１９２，９５５
営業費及び一般管理費 １，１８５，７９４ １，１７３，６７０
税金 ３，５４７ ２，９８７
減価償却費 １５，６３７ １６，２９６

その他経常費用 － －

経常利益（又は経常損失） ４４２，５８７ ４５６，２３５

特別損失 ３６ ３６
価格変動準備金繰入額 ３６ ３６
その他特別損失 － －

税引前当期純利益（又は税引前当期純損失） ４４２，５５０ ４５６，１９８

法人税及び住民税 １５１，１５１ １３８，２９７

当期純利益（又は当期純損失） ２９１，３９９ ３１７，９０１

（単位：千円）

⑵損益計算書
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科 目 ２０１９年度 ２０２０年度

営業活動によるキャッシュ・フロー
保険料の収入 ２，８０５，３１６ ３，０９８，６２２
再保険による収入 １５６，７０５ ９５，０５５
保険金等支払による支出 △１，１５８，５５８ △１，３６２，４６０
解約返戻金等支払による支出 △６，７４８ △６，１９７
再保険料支払による支出 △１４１，９７４ △７２，８７４
事業費の支出 △１，１６７，４６２ △１，１１７，９００
その他 ４８５ ３，６７８
小 計 ４８７，７６３ ６３７，９２３
利息及び配当金等の受取額 １，７１１ １，０９２
利息の支払額 △２５ △６２
その他 － －
法人税等の支払額 △１０３，４２３ △１６８，１５０
営業活動によるキャッシュ・フロー ３８６，０２６ ４７０，８０３

投資活動によるキャッシュ・フロー
預貯金の純増減額 △２５０，０００ △２００，０００
有価証券（供託金）の償還による収入 １３，０００ －
有形・無形固定資産の取得による支出 △１５，８１７ △７４，０３８
有形・無形固定資産の売却による収入 － －
供託金の所要額支出（増加） △１３，０００ △２２，０００
供託金の超過額取戻（減少） － －
その他 △９９ △２，１２８
投資活動によるキャッシュ・フロー △２６５，９１６ △２９８，１６７

財務活動によるキャッシュ・フロー
吸収合併にともなう交付金支出 － －
配当金の支払額 △３０，０００ △３０，０００
財務活動によるキャッシュ・フロー △３０，０００ △３０，０００

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） ９０，１０９ １４２，６３６

現金及び現金同等物期首残高 ７０３，９６６ ７９４，０７６

現金及び現金同等物期末残高 ７９４，０７６ ９３６，７１３

（単位：千円）

⑶キャッシュ・フロー計算書
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株 主 資 本 評価・換算
差 額 等

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金
株主資本
合 計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

資 本
準備金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 ２５０，０００ ２５０，０００ １，４１３，１９８ １，９１３，１９８ ７，０８２ １，９２０，２８０

当 期 変 動 額 － －

剰 余 金 配 当 △３０，０００ △３０，０００ △３０，０００

当 期 純 利 益 ２９１，３９９ ２９１，３９９ ２９１，３９９

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ） － △２，０３４ △２，０３４

当 期 変 動 額 合 計 － － ２６１，３９９ ２６１，３９９ △２，０３４ ２５９，３６４

当 期 末 残 高 ２５０，０００ ２５０，０００ １，６７４，５９７ ２，１７４，５９７ ５，０４７ ２，１７９，６４４

株 主 資 本 評価・換算
差 額 等

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金
株主資本
合 計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

資 本
準備金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 ２５０，０００ ２５０，０００ １，６７４，５９７ ２，１７４，５９７ ５，０４７ ２，１７９，６４４

当 期 変 動 額 － －

剰 余 金 配 当 △３０，０００ △３０，０００ △３０，０００

当 期 純 利 益 ３１７，９０１ ３１７，９０１ ３１７，９０１

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ） － △１，３６５ △１，３６５

当 期 変 動 額 合 計 － － ２８７，９０１ ２８７，９０１ △１，３６５ ２８６，５３６

当 期 末 残 高 ２５０，０００ ２５０，０００ １，９６２，４９８ ２，４６２，４９８ ３，６８２ ２，４６６，１８１

〔２０１９年度〕
（単位：千円）

〔２０２０年度〕
（単位：千円）

⑷株主資本等変動計算書
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１．計算書類の作成方法
貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書は、会社計算規則（平成１８年法務省令第１３号）

の規定のほか、保険業法施行規則（平成８年大蔵省令第５号）に準拠して作成しております。

２．有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券（国債）について、期末日の市場価格相当に基づく時価法（金融商品会計基準）を

適用し、評価差額を全部純資産直入法により処理しております。

３．棚卸資産の評価基準及び評価方法
貯蔵品について、最終仕入原価法を採用しております。

４．固定資産の減価償却の方法
⑴有形固定資産
定率法（ただし、２０１６年４月１日以降に取得した建物附属設備については定額法）を採用してお
ります。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物附属設備 １５年
工具・器具・備品 ２～１０年

⑵無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、ソフトウェアについては、会社所定の利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用し、リ
ース資産については、リース期間を耐用年数とする定額法を採用しております。また、のれんにつ
いては、買収による投資回収期間（５年）に基づく定額法を適用しております。

５．引当金の計上基準
該当事項はありません。

６．価格変動準備金の計上基準
保険業法第１１５条の規定により算出した額を計上しております。

７．消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。

８．責任準備金の積立基準
責任準備金は、保険業法施行規則第２１１条の４６の規定に基づき算出した金額を計上しております。

（重要な会計方針）

⑸重要な会計方針および注記事項
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内 訳 元受分 出再分 出再分控除後
（当期末残高）

普通責任準備金 ７５１，１５７ １，２２３ ７４９，９３４

異常危険準備金 ５２，５９８ ５８５ ５２，０１３

合 計 ８０３，７５６ １，８０９ ８０１，９４７

内 訳 元受分 出再分 出再分控除後
（当期末残高）

普通支払備金 ５６，３４２ １，４４０ ５４，９０２

既発生未報告損害
に対する支払備金 ６６，００８ － ６６，００８

合 計 １２２，３５１ １，４４０ １２０，９１１

内 訳 元受分 出再分 出再分控除後
（当期末残高）

普通責任準備金 ６２４，９３６ ２９，３２９ ５９５，６０７

異常危険準備金 ５０，５２２ １，３３５ ４９，１８６

合 計 ６７５，４５８ ３０，６６５ ６４４，７９３

２０１９年度末 ２０２０年度末

１．有形固定資産の減価償却累計額 １６，８０２千円 １．有形固定資産の減価償却累計額 １４，０９５千円

２．税効果会計に関する事項
税効果会計を適用しておりません。

２．税効果会計に関する事項
税効果会計を適用しておりません。

３．供託金の内訳
保険業法第２７２条の５第１項及び同施行令第３８

条の４の規定に基づき、政令で定められた額の金
銭を供託しております。
なお、当年度末における翌年度の供託所要額

は、１４７，０００千円であります。

３．供託金の内訳
保険業法第２７２条の５第１項及び同施行令第３８

条の４の規定に基づき、政令で定められた額の金
銭を供託しております。
なお、当年度末における翌年度の供託所要額

は、１６４，０００千円であります。

４．支払備金の内訳

保険業法施行規則第２１１条の５２において準用す
る同規則第７３条第３項および第７１条第１項に規定
する、積み立てないことができる再保険を付した
部分に相当する支払備金の金額は、１，４４０千円で
あります。

４．支払備金の内訳

保険業法施行規則第２１１条の５２において準用す
る同規則第７３条第３項および第７１条第１項に規定
する、積み立てないことができる再保険を付した
部分に相当する支払備金の金額は、３９４千円であ
ります。

５．責任準備金の内訳

保険業法施行規則第２１１条の５２において準用す
る同規則第７１条第１項に規定する、積み立てない
ことができる再保険を付した部分に相当する責任
準備金の金額は、３０，６６５千円であります。

５．責任準備金の内訳

保険業法施行規則第２１１条の５２において準用す
る同規則第７１条第１項に規定する、積み立てない
ことができる再保険を付した部分に相当する責任
準備金の金額は、１，８０９千円であります。

内 訳 元受分 出再分 出再分控除後
（当期末残高）

普通支払備金 ４９，５５５ ３９４ ４９，１６１

既発生未報告損害
に対する支払備金 ５３，８１１ － ５３，８１１

合 計 １０３，３６６ ３９４ １０２，９７２

（貸借対照表関係）

（単位：千円） （単位：千円）

（単位：千円） （単位：千円）
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２０１９年度末 ２０２０年度末

６．金融商品に関する事項

⑴金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針
当社は、資金運用については、「資産運用に
関する基本方針」及び「資産運用規程」に基づ
き、預金（外貨除く）および国債等の有価証券
に限定し、銀行等金融機関からの借入による資
金の調達およびデリバティブの取引は予定して
おりません。

②金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管
理体制
市場関連リスクや信用リスクについては、「資
産運用リスク管理方針・管理規程」にしたが
い、リスクの状況について、定期的にモニタリ
ングした結果をリスク管理委員会および取締役
会等へ報告される体制としています。
定期性預金については、「資産運用実施規則」
に基づき、預金対象限度額を定め、預金対象金
融機関の対象先および格付けを限定し、同一預
金先への預金限度額（全体に対する割合）を設
定した上で、金利動向・利率・信頼性・利便性
等を総合的に評価して決定する体制としていま
す。

６．金融商品に関する事項

⑴金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針
当社は、資金運用については、「資産運用に
関する基本方針」及び「資産運用規程」に基づ
き、預金（外貨除く）および国債等の有価証券
に限定し、銀行等金融機関からの借入による資
金の調達およびデリバティブの取引は予定して
おりません。

②金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管
理体制
市場関連リスクや信用リスクについては、「資
産運用リスク管理方針・管理規程」にしたが
い、リスクの状況について、定期的にモニタリ
ングした結果をリスク管理委員会および取締役
会等へ報告される体制としています。
定期性預金については、「資産運用実施規則」
に基づき、預金対象限度額を定め、預金対象金
融機関の対象先および格付けを限定し、同一預
金先への預金限度額（全体に対する割合）を設
定した上で、金利動向・利率・信頼性・利便性
等を総合的に評価して決定する体制としていま
す。

⑵金融商品の時価等に関する事項
２０２０年３月３１日（当年度決算日）における貸借
対照表計上額、時価及びこれらの差額について
は、次のとおりであります。

（金融商品の時価の算定方法）

①現金及び預貯金は、１年以内の短期間で決済され
るため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、
当該帳簿価額によっております。

②有価証券及び供託金に供している債券について
は、期末日の市場価格によっております。

⑵金融商品の時価等に関する事項
２０２１年３月３１日（当年度決算日）における貸借
対照表計上額、時価及びこれらの差額について
は、次のとおりであります。

（金融商品の時価の算定方法）

①現金及び預貯金は、１年以内の短期間で決済され
るため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、
当該帳簿価額によっております。

②有価証券及び供託金に供している債券について
は、期末日の市場価格によっております。

７．１株当たりの純資産額 ２１，７９６円４４銭 ７．１株当たりの純資産額 ２４，６６１円８１銭

８．金額は記載単位未満の端数を切り捨てて表示して
おります。また、構成比、増減率は小数点第２位
以下を四捨五入して表示しております。

８．金額は記載単位未満の端数を切り捨てて表示して
おります。また、構成比、増減率は小数点第２位
以下を四捨五入して表示しております。

内 容 貸借対照
表計上額 時価 差額

現金及び預貯金 ２，６７６，７１３ ２，６７６，７１３ －

有価証券（国債） ７１，２８０
１８３，２８０ －

供託金（国債） １１２，０００

内 容 貸借対照
表計上額 時価 差額

現金及び預貯金 ２，３３４，０７６ ２，３３４，０７６ －

有価証券（国債） ７２，６４５
１８４，６４５ －

供託金（国債） １１２，０００

（単位：千円） （単位：千円）
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２０１９年度 ２０２０年度

１．正味収入保険料及び正味支払保険金の算出
⑴正味収入保険料
保険料 ２，８５０，４２１千円
再保険返戻金 １，７０７千円
その他再保険収入（注） １７，８５０千円
再保険料 １２２，４６１千円
解約返戻金等 ６，７４８千円
差引 ２，７４０，７７０千円

（注）その他再保険収入は、再保険契約に基づく出再率変更
（９０％から６０％へ）に伴う再保険料等の戻りであります。

⑵正味支払保険金
保険金等 １，１５８，５５８千円
回収再保険金 ９６，７５５千円
差引 １，０６１，８０３千円

１．正味収入保険料及び正味支払保険金の算出
⑴正味収入保険料
保険料 ３，１３４，５０１千円
再保険返戻金 ５３５千円
その他再保険収入（注） ２６，５７８千円
再保険料 ５７，３９１千円
解約返戻金等 ６，１９７千円
差引 ３，０９８，０２６千円

（注）その他再保険収入は、再保険契約に基づく出再率変更
（６０％から３０％へ）に伴う再保険料等の戻りであります。

⑵正味支払保険金
保険金等 １，３６２，４６０千円
回収再保険金 ３８，４００千円
差引 １，３２４，０６０千円

２．利息及び配当金収入の内訳
預貯金利息 ５９７千円
有価証券利息 ４５０千円
その他利息 ６７３千円

２．利息及び配当金収入の内訳
預貯金利息 ４３９千円
有価証券利息 ４２４千円
その他利息 ７５５千円

３．その他経常収益の内訳
その他経常収益の主な内訳は、従業員の社宅家

賃控除に伴う収入であります。

３．その他経常収益の内訳
その他経常収益の主な内訳は、従業員の社宅家

賃控除に伴う収入、働き方改革推進支援助成金（テ
レワークコース）による収入等であります。

４．資産運用費用の内訳
支払利息 ２５千円
有価証券償還差損 １１０千円

４．資産運用費用の内訳
支払利息 ６２千円

５．減価償却費の内訳
有形固定資産 ２，０４１千円
無形固定資産 １３，５９６千円

５．減価償却費の内訳
有形固定資産 ２，２３２千円
無形固定資産 １４，０６３千円

６．関連当事者との取引に関する事項
該当事項はありません。

６．関連当事者との取引に関する事項
該当事項はありません。

７．特別損失の内訳
その他特別損失の主な内訳は、有価証券（国債）

における価格変動準備金への積立額であります。

７．特別損失の内訳
その他特別損失の主な内訳は、有価証券（国債）

における価格変動準備金への積立額であります。

８．１株当たりの当期純利益 ２，９１３円９９銭
算定上の基礎である当期純利益 ２９１，３９９千円
普通株式に係る当期純利益 ２９１，３９９千円
普通株式の期中平均株式数 １００，０００株

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益に
ついては、潜在株式が存在しないため記載してお
りません。

８．１株当たりの当期純利益 ３，１７９円０１銭
算定上の基礎である当期純利益 ３１７，９０１千円
普通株式に係る当期純利益 ３１７，９０１千円
普通株式の期中平均株式数 １００，０００株

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益に
ついては、潜在株式が存在しないため記載してお
りません。

９．金額は記載単位未満を切り捨てて表示しておりま
す。また、構成比、増減率は小数点第２位以下を
四捨五入して表示しております。

９．金額は記載単位未満を切り捨てて表示しておりま
す。また、構成比、増減率は小数点第２位以下を
四捨五入して表示しております。

（損益計算書関係）
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２０１９年度 ２０２０年度

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 １．発行済株式の種類及び総数に関する事項

２．新株予約権に関する事項
該当事項はありません。

２．新株予約権に関する事項
該当事項はありません。

３．配当に関する事項
⑴配当金支払額 ３０，０００千円
⑵基準日が当年度に属する配当のうち、配当の効
力発生日が翌年度になるもの

（注）上記配当は、２０２０年６月２４日開催予定の定時株主総会に
て付議する予定であります。

３．配当に関する事項
⑴配当金支払額 １００，０００千円
⑵基準日が当年度に属する配当のうち、配当の効
力発生日が翌年度になるもの

（注）上記配当は、２０２１年６月２５日開催予定の定時株主総会に
て付議する予定であります。

４．金額は記載単位未満を切り捨てて表示しておりま
す。

４．金額は記載単位未満を切り捨てて表示しておりま
す。

２０１９年度 ２０２０年度

１．現金及び現金同等物の当年度末残高と貸借
対照表に掲記されている科目の金額との関係

（２０２０年３月３１日現在）
現金及び預貯金勘定 ２，３３４，０７６千円
預入期間が３ヶ月超の定期預金 １，５４０，０００千円
現金及び現金同等物 ７９４，０７６千円
なお、キャッシュ・フロー計算書における資金

（現金及び現金同等物）は、手許現金、要求払い
預金及び取得日から満期日または償還日までの期
間が３ヶ月以内の定期預金等の短期投資からなっ
ています。

１．現金及び現金同等物の当年度末残高と貸借
対照表に掲記されている科目の金額との関係

（２０２１年３月３１日現在）
現金及び預貯金勘定 ２，６７６，７１３千円
預入期間が３ヶ月超の定期預金 １，７４０，０００千円
現金及び現金同等物 ９３６，７１３千円

なお、キャッシュ・フロー計算書における資金
（現金及び現金同等物）は、手許現金、要求払い
預金及び取得日から満期日または償還日までの期
間が３ヶ月以内の定期預金等の短期投資からなっ
ています。

２．金額は記載単位未満を切り捨てて表示しておりま
す。また、増減率は小数点第２位以下を四捨五入
して表示しております。

２．金額は記載単位未満を切り捨てて表示しておりま
す。また、増減率は小数点第２位以下を四捨五入
して表示しております。

決議
株 式
の種類

配当金
の総額

配 当
の原資

１株当た
り配当金

基準日
効 力
発生日

２０２１年６月２５日
定時株主総会

普通
株式

１００，０００
千円

利 益
剰余金

１，０００円
２０２１年
３月３１日

２０２１年
６月２８日

株式の種類 前年度末株 式 数
当 年 度
増加株式数

当 年 度
減少株式数

当年度末
株 式 数

発行済株式

普通株式 １００，０００ － － １００，０００

合 計 １００，０００ － － １００，０００

決議
株 式
の種類

配当金
の総額

配 当
の原資

１株当た
り配当金

基準日
効 力
発生日

２０２０年６月２４日
定時株主総会

普通
株式

３０，０００
千円

利 益
剰余金

３００円
２０２０年
３月３１日

２０２０年
６月２５日

株式の種類 前年度末株 式 数
当 年 度
増加株式数

当 年 度
減少株式数

当年度末
株 式 数

発行済株式

普通株式 １００，０００ － － １００，０００

合 計 １００，０００ － － １００，０００

（株主資本等変動計算書関係）

（単位：株） （単位：株）

（キャッシュ・フロー計算書関係）
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項 目 ２０１９年度末 ２０２０年度末

⑴ソルベンシー・マージン総額 ２，１９９，１７８ ２，４１８，５９１

①純資産の部の合計額（繰延資産等控除後の額） ２，１４４，５９７ ２，３６２，４９８

②価格変動準備金 ３９７ ４３４

③異常危険準備金 ４９，１８６ ５２，０１３

④一般貸倒引当金

⑤その他有価証券評価差額（税効果控除前）（９９％又は１００％） ４，９９７ ３，６４５

⑥土地の含み損益（８５％又は１００％）

⑦契約者配当準備金の一部（除、翌期配当所要額）

⑧将来利益

⑨税効果相当額

⑩負債性資本調達手段等

告示（第１４号）第２条第３項第５号イに掲げるもの（⑩⒜）

告示（第１４号）第２条第３項第５号ロに掲げるもの（⑩⒝）

⑵リスクの合計額√［R１２＋R２２］＋R3＋R4 ６０，７３３ ６４，５９０

保険リスク相当額 ５３，５４３ ５６，３７２

R1 一般保険リスク相当額 ５３，５４３ ５６，３７２

R4 巨大災害リスク相当額

R2 資産運用リスク相当額 ２５，１５９ ２７，９１２

価格変動等リスク相当額 ７２６ ７１２

信用リスク相当額 ２３，３４１ ２６，７６５

子会社等リスク相当額

再保険リスク相当額 ７５１ ２９６

再保険回収リスク相当額 ３４０ １３７

R3 経営管理リスク相当額 １，５７４ １，６８５

⑶ソルベンシー・マージン比率 ⑴／｛（１／２）×⑵｝ ７，２４２．０ ７，４８９．０

（単位：千円、％）

（注）１．ソルベンシー・マージン比率とは、通常の予測を超えて発生するリスクに対応できる「支払余力」をどの程度有し

ているかどうかを示す行政監督上の指標の１つです。ソルベンシー・マージン比率が２００％以上であれば、健全性

について１つの基準を満たしていることを示しています。

２．上記は、保険業法施行規則第２１１条の５９および第２１１条の６０ならびに平成１８年金融庁告示第１４号の規定に基づいて算

出しております。

ソルベンシー・マージン比率＝
ソルベンシー・マージン総額
リスクの合計額×（１／２）

×１００（％）

２．保険金の支払い能力の充実の状況（ソルベンシー・マージン比率）
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区 分
２０１９年度末 ２０２０年度末

取得価格 時価 評価損益 取得価格 時価 評価損益

売買目的有価証券 － － － － － －

満期保有目的有価証券 － － － － － －

その他の有価証券 １７９，５９８ １８４，６４５ ５，０４７ １７９，５９８ １８３，２８０ ３，６８２

合 計 １７９，５９８ １８４，６４５ ５，０４７ １７９，５９８ １８３，２８０ ３，６８２

（単位：千円）

（注）上記金額は、国債にて供託している有価証券を含めて表示しております。

３．有価証券または金銭信託の取得価額または契約価額、時価および評価損益

⑴有価証券

⑵金銭信託
該当事項はありません。

４．公衆の縦覧に供する書類に関する会計監査人の監査の有無
当社は会計監査人の監査は受けておりません。

５．計算書類に関する会計監査人の監査証明の有無
金融商品取引法第１９３条の２の規定に基づく公認会計士または監査法人の監査は受けておりません。な

お、当事業年度の計算書類につきましては、監査役による監査を受け、適正に作成および表示されている

ことの報告を受けております。（２０２１年５月２６日付 監査報告書）
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区 分 ２０１９年度 ２０２０年度

死 亡 保 険 ２，７４０，２６４ ３，０９７，４７１
医 療 保 険 ５０５ ４０４
費 用 保 険 － １５０
合 計 ２，７４０，７７０ ３，０９８，０２６

（単位：千円）

（注）正味収入保険料は、以下の定義により算出しております。
正味収入保険料＝（保険料－解約返戻金－その他返戻金）－（再保険料－再保険返戻金）

区 分 ２０１９年度 ２０２０年度

死 亡 保 険 ２，８４２，６６２ ３，１２７，３４４
医 療 保 険 １，０１０ ８０９
費 用 保 険 － １５０
合 計 ２，８４３，６７２ ３，１２８，３０３

（単位：千円）

（注）元受正味保険料は、以下の定義により算出しております。
元受正味保険料＝（保険料－解約返戻金－その他返戻金）

区 分 ２０１９年度 ２０２０年度

死 亡 保 険 １０２，３９７ ２９，８７２
医 療 保 険 ５０５ ４０４
費 用 保 険 － －
合 計 １０２，９０２ ３０，２７７

（単位：千円）

（注）支払再保険料は、以下の定義により算出しております。
支払再保険料＝（再保険料－再保険返戻金－その他の再保険収入）

区 分 ２０１９年度 ２０２０年度

死 亡 保 険 ４４０，３４６ ４６２，９９２
医 療 保 険 １６７ △４０１
費 用 保 険 － △１１，５９０
合 計 ４４０，５１３ ４５１，０００

（単位：千円）

（注）保険引受利益は、保険引受収益から保険引受費用と保険引受に係る営業費及び一般
管理費を引いて、その他収支（保険引受に係るもの）を足して算出しております。

区 分 ２０１９年度 ２０２０年度

死 亡 保 険 １，０６１，５２８ １，３２３，４６０
医 療 保 険 ２７５ ６００
費 用 保 険 － －
合 計 １，０６１，８０３ １，３２４，０６０

（単位：千円）

（注）正味支払保険金は、以下の定義により算出しております。
正味支払保険金＝保険金等－回収再保険金

３ 業務の状況を示す指標等
１．主要な業務の状況を示す指標等
❶正味収入保険料

❷元受正味保険料

❸支払再保険料

❹保険引受利益

❺正味支払保険金
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区 分 ２０１９年度 ２０２０年度

死 亡 保 険 １，１５８，００８ １，３６１，２６０
医 療 保 険 ５５０ １，２００
費 用 保 険 － －
合 計 １，１５８，５５８ １，３６２，４６０

（単位：千円）

（注）元受正味保険金は、以下の定義により算出しております。
元受正味保険金＝（元受契約の支払保険金－元受契約にかかる求償等により回収した金額）

区 分 ２０１９年度 ２０２０年度

死 亡 保 険 ９６，４８０ ３７，８００
医 療 保 険 ２７５ ６００
費 用 保 険 － －
合 計 ９６，７５５ ３８，４００

（単位：千円）

区 分
２０１９年度 ２０２０年度

正味
損害率

正味
事業費率 合算率 正 味

損害率
正味
事業費率 合算率

死 亡 保 険 ３８．７％ ４３．２％ ８２．０％ ４２．７％ ３７．８％ ８０．６％
医 療 保 険 ５４．４％ １４．７％ ６９．１％ １４８．３％ ５７．６％ ２０５．９％
費 用 保 険 － － － ０．０％ ７７５０．１％ ７７５０．１％
合 計 ３８．７％ ４３．２％ ８１．９％ ４２．７％ ３８．２％ ８０．９％

（注）１．正味損害率、正味事業費率およびその合算率は、以下の定義により算出しております。
正味損害率＝（正味支払保険金／正味収入保険料）×１００
正味事業費率＝（正味事業費／正味収入保険料）×１００
合算率＝正味損害率＋正味事業費率

２．保険種類別の正味事業費の算出について、２０２０年度よりその区分方法を一部変更しております。

区 分
２０１９年度 ２０２０年度

元受
損害率

元受
事業費率 合算率 元受

損害率
元受
事業費率 合算率

死 亡 保 険 ４０．７％ ４２．４％ ８３．１％ ４３．５％ ３７．８％ ８１．３％
医 療 保 険 ５４．４％ ２３．８％ ７８．３％ １４８．３％ ４５．３％ １９３．６％
費 用 保 険 － － － ０．０％ ７７５０．１％ ７７５０．１％
合 計 ４０．７％ ４２．４％ ８３．１％ ４３．６％ ３８．１％ ８１．７％

（注）１．元受損害率、元受事業費率およびその合算率は、以下の定義により算出しております。
元受損害率＝（保険金＋給付金）／（保険料－解約返戻金－その他返戻金）×１００
元受事業費率＝事業費／（保険料－解約返戻金－その他返戻金）×１００
合算率＝元受損害率＋元受事業費率

2.保険種類別の元受事業費の算出について、２０２０年度よりその区分方法を一部変更しております。

❻元受正味保険金

❼回収再保険金

２．保険契約に関する指標等

❶契約者配当金の額
該当事項はありません。

❷正味損害率、正味事業費率およびその合算率

❸出再控除前の元受損害率、元受事業費率およびその合算率
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区 分 ２０１９年度末 ２０２０年度末

再保険貸 ３４，０６７ １３，７３０

未収再保険金 ２８，８５０ １１，４２５

未収再保険手数料 ４，８４８ ２，１８５

未収再保険返戻金 ３６９ １２０

未収その他の再保険収入 － －

再保険借 ２９，４３９ １３，９５６

未払再保険料 ２９，４３９ １３，９５６

区 分 ２０１９年度末 ２０２０年度末

出再先保険会社の数 １社 １社

出再保険料のうち上位５社の出再保険料の割合 １００．０％ １００．０％

格付区分 ２０１９年度末 ２０２０年度末

Ｓ
＆
Ｐ
社

A＋以上 １００．０％ １００．０％

その他 － －

合 計 １００．０％ １００．０％

Ｊ
Ｃ
Ｒ

AA＋以上 １００．０％ １００．０％

その他 － －

合 計 １００．０％ １００．０％

（再保険貸借）
（単位：千円）

（出再を行った再保険会社の数と出再保険料の上位５社の割合）

（支払再保険料の格付ごとの割合）

（注）格付区分は、S&P社（スタンダード＆プアーズ社）およびJCR（日本格付研究所）の各事
業年度末現在の財務格付を使用しております。

区 分
２０１９年度末 ２０２０年度末

普通
支払備金

IBNR
支払備金 合 計 普通

支払備金
IBNR
支払備金 合 計

死 亡 保 険 ５４，９０２ ６６，００８ １２０，９１１ ４９，１６１ ５３，７９３ １０２，９５５

医 療 保 険 － － － － － －

費 用 保 険 － － － － １７ １７

合 計 ５４，９０２ ６６，００８ １２０，９１１ ４９，１６１ ５３，８１１ １０２，９７２

（単位：千円）

（注）１．IBNR支払備金とは、既発生未報告支払備金のことであり、「保険業法施行規則第２１１条の５２において
準用する規則第７３条第１項第２号の規定に基づく支払備金として積み立てる金額を定める件（平成１８
年３月１０日金融庁告示第１７号）」第２条の規定により、算出しております。

２．支払備金は、元受契約における普通支払備金およびIBNR支払備金から、それらに係る再保険契約に
基づく出再分を控除して算出しております。

❹再保険関係に関する諸数値

３．経理に関する指標等

❶支払備金
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区 分
２０１９年度末 ２０２０年度末

普通責任
準 備 金

異常危険
準 備 金

契約者配
当準備金 合 計 普通責任

準 備 金
異常危険
準 備 金

契約者配
当準備金 合 計

死 亡 保 険 ５９５，２４７ ４９，１７３ － ６４４，４２０ ７４９，５００ ５２，００３ － ８０１，５０３

医 療 保 険 ３５９ １２ － ３７２ ３４６ － － ３４６

費 用 保 険 － － － － ８７ １０ － ９７

合 計 ５９５，６０７ ４９，１８６ － ６４４，７９３ ７４９，９３４ ５２，０１３ － ８０１，９４７

（単位：千円）

（注）普通責任準備金は、元受契約における普通責任準備金および異常危険準備金から、それらに係る再保険
契約に基づく出再分を控除して算出しております。

区 分

２０１９年度末 ２０２０年度末
未経過
保険料
（Ａ）

危険保険料
積み増し
（Ｂ）

収支残
（Ｃ）

当 期 末
普通責任
準 備 金

未経過
保 険 料
（Ａ）

危険保険料
積み増し
（Ｂ）

収支残
（Ｃ）

当 期 末
普通責任
準 備 金

死 亡 保 険 ３０３，４５３ ２，１４１ ５９５，２４７ ５９５，２４７ ３５５，７５４ ２，００４ ７４９，５００ ７４９，５００

医 療 保 険 ３２８ － ３５９ ３５９ ３４６ － △１９１ ３４６

費 用 保 険 － － － － ８７ － △１１，４７３ ８７

合 計 ３０３，７８１ ２，１４１ ５９５，６０７ ５９５，６０７ ３５６，１８７ ２，００４ ７３７，８３５ ７４９，９３４

（単位：千円）

（注）未経過保険料（Ａ）と危険保険料積み増し（Ｂ）の合計額と、収支残（Ｃ）のいずれか大きい金額を当
期末普通責任準備金として計上しております。

損害率の上昇シナリオ 発生損害率が１％上昇すると仮定

計算方法

・増加する発生損害額＝既経過保険料の１％
・増加する発生損害額を考慮しても異常危険準備金の取り崩
しをすべき金額になりません。
・経常利益の減少額＝増加する発生損害額

経常利益の減少額
２０１９年度 ２０２０年度

２６，８１９千円 ３０，４５７千円

（注）既経過保険料は、出再分を控除しております。

❷責任準備金

❸普通責任準備金の残高の内訳

❹利益準備金及び任意積立金の区分ごとの残高
該当事項はありません。

❺損害率の上昇に対する経常利益または経常損失の額の変動
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区 分
２０１９年度末 ２０２０年度末

金 額 構成比 金 額 構成比

現 預 金 ２，３３４，０７６ ７３．９％ ２，６７６，７１３ ７５．６％

金 銭 信 託 － － － －

有 価 証 券 ７２，６４５ ２．３％ ７１，２８０ ２．０％

運用資産計 ２，４０６，４５６ ７６．２％ ２，７４７，７７０ ７７．６％

総 資 産 ３，１５８，９３０ １００．０％ ３，５４０，１４４ １００．０％

（単位：千円）

（注）運用資産計は、預貯金、金銭の信託および有価証券の合計額となります。

区 分
２０１９年度 ２０２０年度

収入金額 利回り 収入金額 利回り

現 預 金 ５９７ ０．０３％ ４３９ ０．０２％

金 銭 信 託 － － － －

有 価 証 券 ４５０ ０．５７％ ４２４ ０．５９％

そ の 他 ６７３ ０．５６％ ７５５ ０．５３％

合 計 １，７２２ ０．０７％ １，６１９ ０．０６％

（単位：千円）

（注）運用利回りは、収入金額を月末残平均運用額で除して算出しています。

区 分
２０１９年度末 ２０２０年度末

額面金額 利回り 構成比 額面金額 利回り 構成比

国 債 １８０，０００ ０．６６％ １００．０％ １８０，０００ ０．６６％ １００．０％

その他の証券 － － － － － －

合 計 １８０，０００ ０．６６％ １００．０％ １８０，０００ ０．６６％ １００．０％

（単位：千円）

（注）上記金額等は、国債で供託している有価証券も含めて表示しております。

４．資産運用に関する指標等

❶資産運用の概況

❷利息配当収入の額および運用利回り

❸保有有価証券の種類別残高、利回り、構成比
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区 分
２０１９年度末

１年以下 １年超
３年以下

３年超
５年以下

５年超
７年以下

７年超
１０年以下 １０年超 合計

国 債 － ５０，０００ １２１，０００ ９，０００ － － １８０，０００

その他の債券 － － － － － － －

合 計 － ５０，０００ １２１，０００ ９，０００ － － １８０，０００

区 分
２０２０年度末

１年以下 １年超
３年以下

３年超
５年以下

５年超
７年以下

７年超
１０年以下 １０年超 合計

国 債 １０，０００ １５０，０００ ２０，０００ － － － １８０，０００

その他の債券 － － － － － － －

合 計 １０，０００ １５０，０００ ２０，０００ － － － １８０，０００

（単位：千円）

（注）１．上記金額は、額面金額にて記載しております。
２．上記金額のうち、２０１９年度および２０２０年度において１１２，０００千円（額面金額）の国債を供託金として
供託しております。

区 分 ２０１９年度末 ２０２０年度末

価格変動準備金残高 ３９７ ４３４

（単位：千円）

（注）上記金額は、保険業法第１１５条の規定により算出しております。

❹保有有価証券の残存期間別残高

❺価格変動準備金

メモリード・ライフの現状 ２０２１
２０２１年７月発行

株式会社メモリード・ライフ
［登録番号］ 関東財務局長（少額短期保険）第１８号
〒１０１－００６４ 東京都千代田区神田猿楽町２－８－１６ 平田ビル６階

電話 ０３－３２３３－０２１１（代表）
URL https://www.memoleadlife.co.jp

Ⅰ　

2
0
2
0
年
度 

事
業
報
告

Ⅱ　

会
社
概
要

Ⅲ　

主
要
な
業
務
の
内
容

Ⅳ　

経
営
の
状
況

Ⅴ　

業
績
デ
ー
タ

45



[登録番号] 関東財務局長(少額短期保険)第18号

1,298


